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日韓両国の少子(低出産)高齢(化)･人口減少の現状と社会科教育の課題 

～初等（小）学校・中学校社会科教科書をてがかりに～ 
 

馬居政幸（静岡大学）  李 明熙（韓国公州大学校） 
 

要約：我々は、子どもが生活し(現在)、担う(未来)社会をつなぐことを社会科の理念ととら
え、低出産・高齢化・人口減少を対象に調査研究を進めてきた。日本は 2005 年に人口減
少社会に移行したが韓国は 2030 年と推計される。だが高齢化率上昇速度は日本を超える。
そのため人口推計は現在の問題の投影との観点から、日本の人口減少の問題の開示により
両国社会科の課題把握を試みた。まず、60～70 年代に都市に移動した青年層の高齢化と
80 年代以降に移動した青年層の未婚率の上昇が、都市部を血縁と地縁を失った単身男女の
社会に変え、その結果、地方の町や村は消滅の危機にあることを明示。さらに、人口減少
が確認された 00 年代に「卸売・小売」、「医療・福祉」、「宿泊・飲食」などの 3 次産業が
上位を占める社会に変化したことで、社会保障と教育システムの再編が課題になることを
指摘。そして、韓国と日本の初等（小）学校社会科教科書の比較から、人口減少社会の要
請を理解させるには韓国教科書が優れ、生活の場で現実を独自の問題意識で学ぶのが日本
の教科書の特性だが、共に子どもたちが担う社会の学習教材にはなりえていないことを実
証。社会科教育研究の新たな課題として、①社会システムの変化を織り込む教育課程の創
造、②生きる場の多様性と多元性と可変性を取り込む授業実践の模索、血縁と地縁から自
由な支え合う人の間（あいだ）を再構築する評価方法の冒険を提起した。  

  主要語：社会科、低出産、高齢化、人口減少、日本、韓国、教科書、教育課程  
 

Ⅰ．問題意識 

 我々は、日本の社会科創設時の二人のリーダーの言葉を韓日社会科比較研究の原点と位置付

けてきた。その一つは、馬場四郎の“社会科が教え育てる社会”と“家庭や地域が強いる社会”

の乖離（ズレ）を意味する“二重適応”との危機意識である。学校の内と外のズレを外の遅れ

とみなす馬場に対して、内と外をリンクする回路自体が絶たれる危惧を我々は社会科教育課程

に抱く。もう一つは、上田薫の「二つの相対性」に込めた反省的・構成的思考である。社会事

象に関する知識の意味と価値は、それを獲得し使用する人によって異なり、時間の経過と社会

の変化によっても異なる。この教科書で共通知識を教える教師には最も困難な前提から逃げる

ことなく、日々新たな実践に挑む韓日両国の社会科教師に、我々は学習方法の課題を学んでき

た。そして、社会科の社会とは、子どもが生活し(現在)、担う(未来)社会であり、この二つをつ

なぐ課題を追求することこそ、馬場と上田に共通する社会科創設の理念と考える。  
このような観点から、両国社会に共通する課題を低出産(少子)・高齢化・人口減少と捉え、

社会科のあるべき方向を求めて調査研究を進め、その成果を両国研究学会で発表してきた１ )。

特に、本年(2013)は崔松姫と山田万里奈の協力を得て 2)、初等(小)学校社会科教科書の比較調査

を実施し、韓国社会科教育研究学会学術大会と日本社会科教育学会全国大会で報告した。ここ

では両発表の論議をふまえ、人口減少社会となった日本社会の問題から韓国社会の課題の提示

を試みたい。 
図 1 に見るように、日本は 2005 年に人口減少社会に移行した。韓国は日本より 25 年遅く、

人口のピークは 2030 年（中位推計）と推計され、減少の角度は日本より穏やかである(図２)。
人口減少社会に応じた社会システム転換ための時間に余裕があるように見える。しかし、高齢

化率の上昇速度をみると解決すべき課題は日本より重く大きいと判断せざるをえない。  
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図３に示すように、2010 年の日本の高齢化率は 23％だが韓国は 11％と半分以下である。と

ころが 2050 年の推計値では、日本の 38.8％に対し韓国は 37.4％とほぼ同率になる。韓国の高

齢化率の上昇速度は極めて速い。なぜこのようなことが生じるのか。 

 

 

 
2010 年を 100 とする指数値で比較すると、年少人口(図５)と生産年齢人口(図６)の指数値で

は韓国がやや高いが、大きな差はない。ところが、老年人口(図４)の指数値の差は極めて大き

い。日本のピークは 2040 年の 131 で、2050 年には 123 と減少段階に入る。他方、韓国は 2010
年を 100 とすると、人口減少社会に入ると推計される 2030 年は 233 である。さらにその 20
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表１ 東京大都市圏高齢者増加指数
2010年 2025年 2040年

全国 100 124 131
埼玉 100 135 150
千葉 100 134 146
東京 100 124 154
神奈川 100 134 160

年後の 2050 年の指数値は 330 と極めて高い。これは、高齢者数が現在の 3.5 倍になると推計

されていることを意味する。 
人口減少社会に向かうにあたり、いま日本で最も

危惧されているのは東京大都市圏の高齢者数の増

加数である（表 1）。だがその指数値が最も高い神

奈川県でも、2040 年で 160 である。今後、日本

の巨大都市が問題解決に挑まなければならない高

齢者の増加率をはるかに超える高齢者の増加率へ

の対処が、韓国では国全体の課題になることを示唆している 3)。 

 

 
それにしても、なぜ韓国の高齢者は急激に増加するのか。図 7 と図 8 を比較してほしい。日

本では、第二次大戦後のベビーブーマーが、日本を超高齢社会に変化させる主体として、60 代

前半に人口の山を築いている。韓国も韓国戦争後のベビーブーマーから人口の山が始まるが、

日本より大きく長期にわたり、2010 年の時点で人口の山は 30 代から 50 代にかけて広がって

いる。この世代がすべて高齢期に入る 2050 年の人口ピラミッドの推計図（図 9）を見ると、

65 歳以上が台形状の重しのように広がっている。上述したように、韓国は日本より中位推計で

2030 年に人口減少社会に転換する。2005 年に人口減少社会に入った日本の現実を対岸の火事

とみるか、他山の石とみるか。 

表 2　倍加年数
日本 28年
韓国 18年
香港 31年
シンガポール 16年
タイ 22年
マレーシア 25年
インドネシア 22年
フィリピン 23年
中国 25年
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日本では超高齢化への対応として、2000 年に介護保険がスタートした。問題はあるものの増

加する高齢者の介護を血縁(家族)や地縁(近隣)を超えて、社会全体で支える(介護の社会化)の重

要性が国民に共有され、介護士の育成と評価が政治と教育の課題にされるようになった。低出

産(少子化)についても、1991 年 1.57 ショック以来の積み重ねにより、保育園増設を経済復活

の条件とみなすまでに世論を変えた。だが日本の人口減少は始まったばかり。今後現行制度で

は解決困難な問題が続出する。 
日本の現在の苦しみは、韓国の近未来の問題を示す。しかも、解決への準備期間は日本より

短い。さらに表２のアジア各国の倍加年数（高齢化率が 7％から 11％に増加する年数）が示唆

するように、日本をモデルに工業化を進めるアジア各国共通の課題になる。中国も例外ではな

い 4）。いや政治の意志で強行した人口抑制策と急激な経済発展の先に、日本や韓国とは比較に

ならない超高齢化の現実がまっている。人口減少が始まった 2005 年に日本はどんな準備をし

ていたか。この時期に政権交代が日本で生じた。その原因になった与野党対立のテーマは年金

への信頼性であった。韓国の準備状況はどうか。その答えを得るために、我々は人口減少が進

行する日本社会の課題を韓国との比較を視野におきながら、①人口減少の偏頗性と格差の構造

化、②産業構造の変動とキャリアシステムの改編、③個人化の進行と社会保障システムの再構

築、④富の分配から負担の分担に、との 4 観点から調査研究を進めるとともに、⑤両国初等学

校社会科教科書の比較調査を行ってきた。 
 

Ⅱ．人口減少下の日本社会にみる問題と課題 

1.人口減少の偏頗性  
低出産・高齢化の進行により、人口減少段階に入った日本社会において最初に考慮すべき問

題点は人口減少の二つの偏頗性である。

その一つは自治体（地域）間における

ズレ。日本全体の人口統計では、2005
年が減少開始年だが、それは日本の全

ての地で一斉に人口が減り始めたとい

う意味ではない。図 10 が示すように、

2010 年国勢調査の時点でも、東京、名

古屋、大阪という巨大都市圏を構成す

る自治体は人口増、現在もこの傾向は

続いている。他方、最も減少率の高い

秋田県や青森県は 1990 年代に人口減

少が始まっていた。 
もう一つの偏頗性は世代間のズレ。人口減少は、すべての年代に等しく生じるのではない。

まず 14 歳以下の年少人口が減り、その結果 15～64 歳の生産年齢人口が減少する。だが、65
歳以上の高齢者は増加し続け、減少期までの時間の差は小さくない。人口減少先進県秋田が高

齢化率の最も高い県となる理由である。 
人口減少の直接要因は死亡数が出生数を上回ることだが、それは国全体の人口が減少に転じ
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るときの理由。都道府県単位での人口減少の進行度は 10 年以上の差がある。社会移動（進学、

就職、転勤、結婚など）に伴う減少が自然増（出生数）より多ければ人口は減少するからであ

る。この傾向は工業化の進行がもたらす過疎と過密の問題として論じられてきた。しかし、人

口減少段階に入った社会では、過疎と過密の地双方に解決困難な問題が生じる。 
表３は、日本が人口減少社会に変化する過程を辿るために、ⅰ1960～70 年代：高度経済成

長期、ⅱ80 年代：経済大国化期、ⅲ90 年代：デフレスパイラル期、ⅳ00 年代：経済復活模索

期、という４期にわけて、都市に移動する青年層の特性とその結果生じた日本社会の変化と課

題を整理したものである。この表から人口減少社会への転換をもたらす二つの要因を読み取っ

てほしい。その一つは、60 年代に本格化する高度成長期に都市へ移動した青年層が高齢期を迎

える時期と人口減少開始時が重なることである。工業化に伴う都市部への青年層の大規模な移

動（過密）は、時の経過とともに、故郷（過疎）に残る老親の扶養と介護の問題が生じる。そ

の後、青年層自らの老いにより、都市部は大量の高齢者の老への対処が問題になる。他方、日

本の過疎の町や村は、縮小・合併に止まらず消滅の危機にさらされる。  

 

 その二つは未婚率の上昇。高度成長期に移動した都市の青年男女は日本版近代家族（恋愛結

婚、夫はサラリーマン、妻は専業主婦、子ども二人を学校中心に育てる）の形成を人生の目的

にした。だが 80 年代以降に都市へ移動した男女から晩婚化による未婚率の上昇が進行し、00
年代には男性の３人に１人、女性の 4 人１人が未婚から非婚への人生を歩みつつある。 

この二つの要因が重なることにより、都市部はパートナーを看取った単身高齢者と流入する

未婚の単身男女の激増により、血縁（家族・親族の支え）と地縁（近隣の支え）から離れた単

身の男女が生活する社会に変化する。その結果、子どもが都市に移動した親は家族（血縁）の

後継者（孫）を失う。その後に待っているのが上述した日本の地方の町や村の消滅である。 
この問題の深刻さは、国を単位とする解決策が、人口減少の二つの偏頗性に対応した地域間

（大都市 vs 地方中心都市・県都 vs 小規模自治体）と世代間（老年 vs 生産年齢 vs 年少）に利

害の対立（格差）をもたらすことである。将来人口推計を活用して具体的に示そう。 

表３  
ⅰ)工業化（高度成長前期 60～70 年代）：戦後１回目の青年層(団塊)の都市部への社会移動  

→都市小家族（核家族）の激増→都市郊外ニュータウン→職住分離  

→日本版近代家族成立（サラ―リーマンの夫、専業主婦の妻、子ども二人学校中心）  

     ⇒団塊の世代（ベビーブーマー）によるニューファミリーを家族モデルにした制度設計  

ⅱ)情報化（高度成長後期 80 年代）→戦後２回目の青年層(少産)の都市部への社会移動  

→産業のサービス化＋男女雇用均等法→未婚青年層＋夫婦のみ中年層の漸増  

ⅲ)グローバル化（脱高度成長模索期 90 年代）→脱日本型経営→デフレスパイラルに  

→晩婚化による少子化の顕在化（1.57 ショック）  

⇒高齢化率 13％を超え高齢社会に転換  

ⅳ)ICT 化 (大競争時代勃発期 00 年代 )→戦後 3 回目の青年層(団塊ｼﾞｭﾆｱ)の都市部への社会移動  

→単身青年男女＋夫婦のみ・単身高齢者の増加  

→血縁・地縁から疎遠な単身者（単独世帯）が世帯別割合の最大グループに・・・・！  

⇒2005 年国勢調査により人口減少社会への転換を確認  
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2.格差の構造化 
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図 11 は、高齢者を支える構造が 2010 年から 2040 年にかけてどのように変化するかを推定

する基礎資料として、支える側（生産年齢人口：15-64 歳）と支えられる側（老年人口：65 歳

以上）の実数（2010）と推計値（2040）を都道府県別に図示し、老年人口の多い順に並べ替え

たものである。さらに、上位 10 位以内と下位 10 位以内の都道府県を取り出し、「A：15-64 歳

と 65 歳以上の人口差」と「B：15-64 歳÷65 歳以上」を求めて一覧表にしたのが図 12 である。 
 トップの東京都の変化をみると、2010 年の 15-64 歳は 899 万 4 千人、65 歳以上は 267 万 9
千人、15-64 歳と 65 歳以上の差は 631 万 5 千人、比は 3.36 人。3 人強で１人の高齢者を支え

ることを示す数値である。2040 年の推計値ではどうか。15-64 歳は 712 万 9 千人に減少するが

65 歳以上は 411 万 8 千人と大幅に増加する。その結果、15-64 歳と 65 歳以上の差は 301 万１

千人と半減し、両者の比は 1.73 に下がる。東京都に接する神奈川県と埼玉県は 1.58、千葉県

は 1.47 とさらに低くなる。愛知県は 1.74 で東京都と同じだが、大阪府と福岡県は 1.51 と 1.53
で低い。ほぼ 3 人で２人を支えなければならないことを意味する数値であり、将来人口推計が

示す日本の巨大都市圏の 30 年後の姿である。  
  下位県ではどうか。最下位鳥取県をみると、2010 年の 15-64 歳は 35 万 5 千人、65 歳以上

は 15 万 5 千人、両者の差は 20 万人、比は 2.29 である。2040 年では 15-64 歳が 22 万 6 人、

65 歳以上は 16 万 8 千人で、両者の差は 5 万 8 千人、比は 1.34 である。最も早く人口減少が

始まった秋田県が下位 10 位にあるが、15-64 歳 33 万 5 千人、65 歳以上 30 万 6 千人で、その

比は 1.09、１人が１人を支える社会になることを示す数値である。 
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2010 年では、大都市圏を構成する自治体は 3 人で 1 人を、地方の小規模人口減少県は 2 人

で 1 人を支えていた。それが 2040 年の大都市圏は 3 人で 2 人、小規模県は 1 対 1 で支えなけ

ればならない社会が来ることを人口推計は示している。ただし、上位 10 位と下位 10 位の人口

は、文字通り桁が異なるほど大きな差であることも確認しておく。 
それにしても、この数値は本当に日本の未来の現実を示すのか。我々の答えは否である。 

 まず 2010 年の下位に並ぶ県は、沖縄県を除けば、いずれも高齢化率が非常に高い人口減少

先進県である。それは大都市に子弟を送り続けた県であることを示す。都市部の税が地方交付

税として給付される県でもある。人口構成上は２人が１人を支える数値だが、実際は都市に出

た子どもたちが故郷の老親を扶養することを想定した税と財政の仕組みとそれを正当化する政

治と文化が支える。大都市圏と小規模県の桁違いの人口差が可能にする制度でもある。 
だが、2040 年の将来人口推計は大都市圏が 3 人で 2 人を支えなければならない人口構成に

変わることを示す。しかも人口規模はけた違いに大きい。大都市圏は小規模県に税収を移行す

る余裕がなくなる。その前に、老年人口と生産年齢人口の差の縮小を埋めるために、全国から

労働力となる男女の移動を促進する政策を政府に要請するであろう。最高裁が命じる人口比に

適合した国会議員の議席配分は、都市住民の要望を優先する 5）。その結果、故郷の町や村のレ

ベルではなく、都道府県の合併・消滅による日本国全体の再編成が課題になる。 
どうすればよいのか。将来人口推計の意味を問い直すことから始めなければならない。 
 

3.将来推計による人口減少が示す課題とは？ 
国立社会保障・人口問題研究所の金子隆一人口動向研究部長は次のように述べる。  

 「こうした未来図を与える将来推計人口は、その科学的な位置づけからは、確定した将来を

予測したものではなく、社会が現在動いている方向にそのまま進行した場合に実現するであろ

う人口の姿を描いたものであり、実のところ現在の人口、社会の問題点を将来というスクリー

ンに拡大して示したものである。したがって、それは現在を生きている世代の行動の指針では

あっても、真に将来を決めるのは、そのわれわれの今後の行動にほかならない。」6） 
我々は金子の指摘を重視し、「将来というスクリーンに拡大」された「現在の人口、社会の問

題点」を明らかにすることを試みた。その前提として、人口３区分の基準（定義）自体を次の

３種の観点から問い直した。人口推計は人口を三つに区分することから生まれる以上、区分の

基準（定義）を変えればデータは動くと考えたからである。 
第１の観点は老年人口の境を 65 歳より上に設定することによる生産年齢人口幅の拡大と老

年人口幅の縮小。いうまでもなく、これは数値上の操作を意味するのではない。既に欧米各国

で政策課題になっている定年と年金支給開始の年齢の見直しが代表例である。介護を必要とす

る人たちの激増をはじめ、人口減少社会が求める課題自体が変わるわけではないが、課題解決

のための公的施策と財源の選択肢は拡大する。 
第２の観点は女性の労働力化の拡大による生産年齢人口の実質拡大。家庭の内と外双方にお

ける性別役割分業を廃し、意欲、個性、能力に基づき男女が共に働くことで、実質的に支える

側の拡大を求める。日本では 80 年代に男女雇用機会均等法を、90 年代に男女共同参画社会基

本法を策定・施行し、推進を図ってきたが十分ではない。後述するが、 前提条件となる女性（母、

嫁、妻、娘）が担ってきた家事、育児、介護の社会化と産業化を阻む法制度に問題がある。こ
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れは国民全体の思考、感受性、価値意識の変容を求める教育システム全体の課題になる。  
第３は国の境（国民の定義）の変更による世代間と世代内の比率(格差)の修正。安価な労働

力としての外国人労働者への依存を超えて、就業における全ての職階での多国籍化と移民の受

容も視野においた法制度の整備が喫緊の課題となる。さらにより深く重い課題として、文化・

言語・慣習の壁(新たな格差・差別)の顕在化のリスクへの対処が必要になる。これもまた第 2
の観点と同様に教育システム全体で対応すべき課題である。 

ここにあげた３種は、日本よりも早く出生率の低下と高齢化率の上昇への対応が政策課題に

なった欧米各国で論議され実現されてきた制度改革に学んだ観点である。その意味で、この３

観点を尺度にして、人口減少社会日本の「現在の人口、社会の問題点」を開示しておきたい。 
 その前に、現時点での韓国と日本の人口推計値上の比較から韓国の課題を示唆しておこう。  

  
まず、韓国の生産年齢人口（15～64 歳）と老年人口（65 歳以上）の推移を示した図 13 か

ら、生産年齢人口は 00 年代に急激に進行した低出産の結果、2015 年をピークに減少段階に入

る。他方、老年人口は増加し続け、2050 年の推計値で生産年齢人口との差は大きく縮小する。 
広域市・道別に 2010 年と 2040 年の老年人口を示した図 14 から、ソウルは 3.2 倍、京畿道

は 3.8 倍に老年人口が増加する。その結果、図 15 の 2010 年と 2040 年の広域市・道別生産年

齢人口と老年人口の比が示すように、広域市はソウル、釜山、大邱、仁川が１の後半、道では

キョンギ道の 2.04 を除けば、１人が１人を支える数値に近づく。1960 年から 2060 年まで韓

国と日本の生産年齢人口と老年人口の比を求めた結果を示す図 16 から、2060 年には日本の

1.28 より韓国は低く 1.24 と推計される。 
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もちろん上述したように、これは未来の現実ではなく、「現在の人口、社会の問題点」を拡大

して投影したものである。それ故にこそ、韓国社会が解決すべき課題は日本以上に重いことを

示唆する推計値と我々は判断することを明示し、現代日本社会の問題点に視点を戻したい。 
 

Ⅲ．産業構造の変動と個人化の進行  

1.３次産業中心の社会への転換 

 

 図 17 は上段が日本、下段が韓国の産業別従業者比率の変遷を示したものである。高度経済

成長政策が開始された 1960 年の日本社会は 1 次産業が 32.7％、2 次産業が 29.1％、3 次産業

が 38.2％であった。その後、70 年代には高度成長を牽引した製造業が含まれる 2 次産業従業

者の割合が増加する一方で、労働力の供給源になった 1 次産業従業者は縮小する。さらに、日

本が資本主義圏第２位の経済力を得た 80 年代に 3 次産業従業者が過半数を超え、高度成長終

焉後の 90 年代以降も 3 次産業の割合は増加し続け、00 年代にはほぼ 7 割に達する。7） 
韓国はどうか。漢江の奇跡とよばれた高度成長が 70 年代にテイクオフした直後の 1980 年の

1 次産業従業者は 34％、2 次産業は 22.5％、3 次産業は 43.5％であった。その後、日本と同様

に経済成長とともに 1 次産業が減り 2 次産業が増えるが、90 年代入ってからは 3 次産業従業

者が 5 割を超える。さらに、97 年 IMF 危機を乗り越えたあとは、世界で最も IT 化を成功させ

た国として 3 次産業が拡大し、2010 年には 76.4％と日本の先を行く社会であることを確認し

ておきたい。この数値と人口減少社会への移行に伴う課題との関係については後述する。  
ここでの課題は日本社会である。図 18 をみてほしい。人口減少が確認された 2005 年を中心

に 2000 年と 2010 年の国勢調査による 00 年代の産業分類別従業員数の変遷を示す図である。

この 10 年間に 1 次産業従業者の減少は止まらず、分類枠が「農業・林業」と「漁業」の 2 種
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になる。2 次産業は 3 種の分類枠は変わらないが従業者の減少は確実に進行している。  
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他方、3 次産業は 2000 年国勢調査では 8 種であったのが 2005 年は 13 種に、2010 年には

15 種と分類枠がほぼ 2 倍になる。例えば、2000 年国勢調査の「卸売・小売業・飲食店」が、

2005 年に「卸売・小売業」と「飲食店・宿泊業」に、同様に「運輸・通信業」が 2005 年に「情

報通信業」と「運輸業」に分化する。また、2000 年にはなかった「医療・福祉」と「教育・学

習支援」が 2005 年から創設される。 
さらに、2010 年を拡大した図 19 を見ると、「卸売業・小売業」の従業員数 980 万 4 千人は

「製造業」の 962 万 6 千人を超えて産業分類全体のトップである。そのあと、「医療・福祉」

612 万 8 千人、「宿泊業・飲食サービス業」342 万 3 千人、「運輸業・郵便業」321 万 9 千人、

「教育・学習支援」263 万 5 千人と続く。「医療・福祉」に次いで 3 番目の「建築業」447 万 5
千を挟んで、従業者数の上位を占める産業である。 

「卸売・小売」の代表はコンビニ・スーパー・ショッピングモールやファッション・アパレ

ル系店舗、「宿泊・飲食」はファミレス・居酒屋チェーン、「運輸」は宅配と引っ越し業であり、

00 年代に急激に拡大した業種である。また「医療・福祉」は介護保険の実施に伴う介護産業の

拡大、「教育・学習支援」は従来の学習塾や受験予備校に加えて IT 化とグローバル化の進行に

対応した的能力が求められる資格社会への変化を反映したものとみなせる。 
韓国の場合はどうか。日本以上に 3 次産業が拡大していることは先に指摘した。さらに、三

次産業を構成する業種を日本と比較可能な形式で示した図 20 から、日本と類似した業種の拡

大を読み取ることができる。 
そこで、この業種の拡大と従業員の増加が示唆する課題の考察に進みたい。3 点ある。 

 
2.個人化の進行 

 
第１は家族の縮小・消失による個人化の進行。3 次産業の上位を占める産業分類は「衣・食・

住」と「介護」という家族のなかで担われてきた社会的機能の外部化とみなせる。より正確に

は、専業主婦によるアンペイドワークのペイド化である。これ自体は歓迎すべきだが、問題は

外部化が進行した背景である。図 21 と図 22 をみてほしい。韓国と日本は、若干の時間的ズレ

を伴いながら「単独世帯」と「夫婦のみ」が増加する一方で「夫婦と子」と「３世代以上」が

減少し、この傾向は将来人口推計に引き継がれる。特に韓国と日本の家族類型割合を比較する

ために、2010 年と 2035 年を抜き出した図 23 を見ると、まず 2010 年では、韓国は「単独世帯」

と「夫婦のみ」では日本より少ないが、「夫婦と子ども」は日本より多い。ただし、「3 世代以
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上」については日本が 11.1％に対して韓国は 6.3％と低い。それが 2035 年になると、「単独世

帯」は韓国が 34.3％で日本が 37.2％と日本がやや高いがほぼ同率で、両国とも最も多い家族類

型になる。また「夫婦のみ」は韓国が 22.7％で日本の 21.2％よりやや多い。先に確認した韓国

の高齢者の急激な増加を反映した数値であろう。そのためか、「夫婦と子ども」は韓国が 20.3％
で日本の 23.3％より少なくなる。3 世代以上では、やはり韓国は日本の 6.9％より低く 3.8％で

ある。いずれも数値は小さいが、ここでも韓国は人口減少を先行している日本に追いつき追い

越す速さで家族の小規模化と単独世帯化が進行することを人口推計は示唆する。 

 
日本より家族の絆を重視してきた韓国にとって、家族の縮小に伴う課題は日本以上に重く大

きい。なぜ単独世帯の増加が問題なのか。すでに指摘したように、都市部青年男女の未婚率の

上昇とパートナーを失った高齢者の増加が原因だからである。相互に疎遠な単身で生活する生

産年齢期の男女に、単身高齢者の老いを支える役割を期待することは困難である。 
さらに支える側になるべき男女に、より大きな問題が生じる。それが、00 年代に拡大した 3

次産業の課題の 2 つ目の課題である就業条件とリンクした社会保障システムの問題である。 
 

3.社会保障システムと教育システムの再編 
図 24 に示すように、3 次産業拡大の中心にある「卸売業・小売業」と「宿泊業・飲食サービ

ス業」は「派遣」と「パート・アルバイト」が多数派を占める。この業種は、80 年代に主婦の

パート職として誕生し、所得税（年収 103 万円以内）と健康保険・年金（年収 130 万円以内）

の納付を授業員と雇用側双方に免除された。夫が正規の職に就き、妻が家計補助として得る収

入であり、健康保険と年金は夫の配偶者として保障されることが前提になる制度である。とこ

ろが、上述した単独世帯の増加に加えて、80 年代から始まる経済の国際化とサービス化による

24 時間型就業の拡大により、コンビニエンスストアを代表に上記衣食住関係サービス業は拡大

する。他方、国内における製造業や建築業の縮小も重なり、00 年代の青年男女の雇用の受け皿

としての役割を担う。しかし、デフレスパイラル下の経済状況において、図 24 にあるように、

非正規・パート職という就業条件は維持される。その結果、低賃金、長時間労働、低社会保障
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が強いられ、健康保険と年金は雇用者が負担しない国民健康保険と国民年金になる。年金未納

者と健康保険証を持たない人たちが増加する背景である。 

 
日本の社会保障は公務、民間企業、自営という就業形態によって分類される。特に健康保険

と年金はリンクし、従業員と雇用者がそれぞれ半額を負担する。自営は両者を兼ねるとして全

額（被雇用者の 2 倍）の納付が求められる。さらに年金は公務と企業は独自の年金制度で保障

されるが、自営は満額で月額 6 万円台の老齢基礎年金のみである。自営に定年がないことを前

提にした制度といえる。しかし、非正規・パートで維持される 3 次産業の拡大は、このような

日本の社会保障システムの外側で生活しなければならない大量の男女を再生産する。これが 00
年代の日本社会に埋め込まれた格差の社会構造である。 

「中福祉、中負担」とされる日本の社会保障システムは、宮本太郎が指摘するように、日本

の企業（終身雇用）と家族（専業主婦）の負担が制度設計の前提にある 8)。だが３次産業の拡

大と単独世帯の増加により、その前提が崩れ得つつある。社会保障システムの再編が人口減少

に備える日本社会の最重要課題になる。米国のように個人の自己責任を優先するシステムにす

るか。欧州のように社会の相互支援（税と保険）を重視するシステムにするか。その答えはま

だ出ていない。そしてこの問題は 3 つ目の課題となる教育・キャリアシステムの問題につなが

る。 
既に確認したことだが、人口減少を引き起こす低出産（少子化）の直接要因は少産化と未婚

化である。さらに津谷典子が「都市化、高学歴化、女性の雇用労働力化による結婚と家族形成

の機会コストの上昇」と経済学概念で端的に示すように 9）、女性に結婚と出産以外の選択肢を

準備しながら、結婚と出産の費用対効果を上げる仕組みをつくらなかったことが原因である。

さらにその前に、女性に結婚、出産、育児の価値を相対化させ選択肢にした責任を学校教育は

自覚しなければならない。属性（性差→結婚、出産、育児）より業績（能力→学歴→職歴）を

評価基準にする人間モデルのみでは人口減少社会の課題に応じられないからである。 
 さらに、日本は学校を工業化の手段として制度化したため、工場と同じ均質・均等な時間と

空間の構造を子どもたちに伝えることを隠れたカリキュラムに位置付けてきた。しかし、それ

は、個人化の進行によるライフサイクルの多様化の要請に応え、それを支える就業構造が短期

間に変化する３次産業中心の社会を生きるために必要な資質の育成には不適合である 10)。 
例えば、既に販売、流通、飲食、介護、保育などに従事する男女が多数派になっているにも

かかわらず、このような職業に就くことを学校の教師と教育課程は積極的に位置づけているだ
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ろうか。あるいは、大学卒業後の就職率の低さに対し、学生の希望と企業規模や業種のあいだ

にあるミスマッチを問題にすることは多い。だが、人口減少社会が必要とする産業従業者への

低い評価（低賃金、低保障）の問題とリンクした学校教育と産業構造＝就業システムのミスマ

ッチを問う声は小さい。 
学校教育は、高度成長期の成功体験（モデル、制度）から脱して、一元的尺度への還元の誘

惑を廃した学力評価システムの多様化、多元化、可変化に挑まなければならない。受け入れる

側の企業と法制度の改編を担う公的機関は、就業（能力・育成）システムと評価（給与と社会

保障）システムを早急に再編・再構築の作業に取り掛からなければならない。そしてその必要

性を理解させ、法制度の改編を担う人の財を輩出することも学校教育のもう一つの課題である。 
 我々は、この学校の外の企業・公的機関と学校の中の課題をつなぐ役割を担うことこそ社会

科教育の原点と位置付け、現状を把握する調査研究を進めてきた。その中間報告として、韓国

と日本の初等学校社会科教科書の比較調査から両国の社会科教育の課題を提示したい。 
 

Ⅳ．韓・日初等（小）学校社会科教科書比較 

1.韓・日初等（小）学校教科書比較の対象と観点 

 
韓国の初等学校社会科教科書は 1 種教科書として教育科学技術部が作成するため、2011 年度

出版で現在使用されている教科書を比較の対象にした。特に、初等学校社会科教科書 6-1（6
学年前半期使用）の「私たちの国土の姿と生活」の中に「我が国の人口」が新設されているた

め、当初はこれを分析対象として選んだ。他方、日本の小学校の教科書は、韓国と異なり、検

定制度のもと多数の出版社によって作成される。そのため、全国の小学校で最も多くの子ども

たちが使用している東京書籍の社会科教科書を分析対象に選んだ。しかし、残念なことだが、

3 学年から 6 学年までのどこにも人口減少に直接言及する記述は見出せない。これは日本の全

ての出版社の小学校社会科教科書に共通する。小学校学習指導要領の社会科の内容に記述がな

いからである。ただし、本稿で提示してきた人口減少社会の課題につながる記述はある。6 学

年の後学期に使用される 6 下の最初の単元「わたしたちの生活と政治」が重要と判断し、韓国

教科書との比較分析の対象にした。このような条件のもとで選択した日本の教科書との対比で、

韓国社会科教科書においても、後学期に使用する 6-2 の「我が国の民主政治」の記載内容も重
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要と判断し検討対象にした。図 25 と図 26 が比較対象の教科書と目次である。   
 次に比較分析の観点だが、上述したように日本の教科書に記述されていないため、人口減少

に関する直接的な記述内容の比較は断念せざるをえなかった。しかし、人口減少社会を担う人

たちの教育の適性度という観点からは比較可能と判断した。すなわち、日本はすでに人口減少

社会に転換し、韓国も現在 12 歳の初等学校 6 年生が 32 歳になる 20 年後に人口がピークに達

し、人口減少社会への道を歩み始めることが推計されている。その意味で、ここで比較対象に

選んだ社会科教科書で学ぶ両国の子ども達こそ、我々が本稿で提示してきた課題を担う人たち

である。この事実に教科書がどこまで向き合っているかを判断するために、次の３観点を用い

た。さらに、この３種の観点からの比較分析の結果によっては、早急に教育課程と教育方法と

教育評価の改編に挑まなければならないことを前提に考察を試みた。 
①初等学校 6 年の政治の学習が、子どもたちが担う社会を準備するものかどうか。 
②社会科の社会が、子どもたちが社会人として生きる社会と結びついているかどうか。  
③子どもたちの未来が、現在と大きく異なる社会になることが予見可能かどうか。  

 
2.比較分析の方法と結果 
（１）比較分析の方法 

  

 

図 27 が日本の教科書の「私たちの生活と政治」の最初の見開き、図 28 が次のページの見開

きの写真と内容の翻訳である。また、韓国教科書で日本の教科書と内容が重なる「私たちの国
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の民主政治」の最初の単元「私たちの生活と民主主義」の最初から見開き 4 ページを複写し、

本文以外の表現類型を記載したのが図 29 と図 30 である。この 4 種の図が示唆するように、韓

国と日本の教科書の編集方法は大きく異なる。そのため、量と質にわけて比較可能な次の方法

を考案した。 
①両国教科書の少子高齢人口減少に関係する記述と表現様式の量的比較  

・本文文字数の総量と 1 頁平均文字数 
・本文以外の表現様式の種類と総量（図 29、図 30 参照） 

②両国教科書の少子高齢人口減少に関係する記述と表現様式の質的比較 
・本文の文脈の特性（主語の種類、語尾の特性、） 
・学習内容の特性（知識理解重視、自己探求重視、共通認識重視、個別認識重視）  
・学習方法の特性（概念教授中心、活動重視、問題解決、正答提示） 
 

（2）比較分析の結果 

 

  
 まず量的調査の結果だが、両教科書の比較対象部分の各頁の本文文字数の総量と 1 頁平均文

字数をグラフ化したのが図 31 である。ほとんどの頁で韓国教科書の文字数が非常に多い。1
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頁平均では、韓国は 315 文字に対して日本は 191 文字しかない。明らかに韓国教科書は文字に

よって教授＝学習内容を伝えることを重視する編集方法を用いている。日本教科書は文字以外

の表現方法を重視していることが文字数の減少に現れていると理解すべきか。その判断は、本

文以外の表現様式の種類と総量の比較によって行いたい。 

 
韓国と日本の教科書の本文以外の表現様式の種類と総量をグラフ化した図 32（韓国）と図

33（日本）をみてほしい。韓国は挿絵、日本は写真が多い。また韓国は学習活動、語句説明、

学習課題が多い、他方、日本は韓国にはない児童作品が掲載される。より特性を明確にするた

めに、調査対象にした本文以外の表現様式を学習内容・対象と学習方法・モデルに分類しグラ

フ化したのが図 34 である。この図から韓国の教科書が学習内容の明示を重視し、日本の教科

書は学習方法の提示を重視していることが理解されよう。 

 
このような教科書編集方針の相違は、本稿で考察してきた低出産・高齢化・人口減少社会の

課題とどのように関係するか。図 35 と図 36 をみてほしい。韓国教科書の挿絵を複写し並べた

のが図 35、日本教科書の写真を複写し並べたのが図 36 である。図 35 は子ども達が学ぶ様子
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が、その内容とともにわかりやすく描かれている。すなわち、絵の内容は学習方法だが、その

方法も含めて、子どもたちが描かれた内容に従って学び理解することを前提にした表現である。

他方、図 36 の写真には、さまざまな高齢者の姿がある。幼児を抱くお母さんもいる。直接教

科書の本文に記載されていなくても、人口減少社会に転換した日本社会の現実が描かれている。

もっとも、このような解釈は質的分析の領域である。  

 

 

そこで質的分析の結果だが、表４、表５、表６をみてほしい。「子どもたちが担う社会（未来）
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にむけての言説」という観点により、表５は韓国教科書の「我が国の人口」と「我が国の民主

政治」から、表５は日本教科書の「わたしたちの生活と政治」から抜き取った本文である。そ

の文の構成を先に提示した質的分析方法を用いて評価した結果を一覧にしたのが表６である。  

 
そのため、ここでは表６に基づいて、質的分析による両教科書の特性を確認しておきたい。 
まず「授業方法の特色」からみると、量的分析でも指摘したが、概念教授・正答提示型が韓

国教科書、活動重視・問題可決型が日本教科書である。「身につけさせたい力」から特色をみる

と、教室・学校の外で現地調査を重視するのが日本教科書、インターネットによる調査活動を

重視するのが韓国教科書である。したがって、韓国の教科書は教授内容重視、日本の教科書は

学習方法重視ということになる。さらに、主語や語尾の特色を考慮した文脈の分析から、韓国

教科書は国家が起点になるが、日本の教科書は学習者が生活する地域が起点になる。また、韓

国教科書は理解すべき内容を明確化（強制）する語尾でおわるが、日本の教科書には疑問形や

よびかけ（曖昧）で終わる語尾が多い。その結果、韓国の教科書では知識の共有が重視され、

日本の教科書は学習者個々の生活する場に応じた理解が評価の基準に位置付けられる。  
このような質的分析の結果は、先に韓国教科書の挿絵と日本教科書の写真の比較において指

摘したことだが、人口減少社会の要請を確実に子どもたちに理解させるためには韓国教科書の

方が優れ、子どもと教師が生活の場に出て現実を独自の問題意識で学ぶ余地があるのが日本の

教科書といえよう。ただし、このような差異を超えて、両教科書に共通する問題点を指摘して

おかなければならない。韓国と日本（東京書籍）の初等（小）学校 3 学年から 6 学年までの全

ての社会科教科書の本文や写真に表現された職業を調査し、産業別に配列した表７をみてほし

い。韓国と日本の社会科教科書のどちらが「低出産・高齢化・人口減少の進行に伴う社会構造・

就業構造の変動」に積極的に対応しているかを問うために、崔松姫と山田万里奈の協力を得て

実施した調査結果である。その結論は、ともに積極的な対応はみられない、である。  
韓国と日本の社会科教育課程は 3 年と 4 年が地域学習で共通だが、韓国は 5 年で歴史、6 年

で国土・産業・政治を、日本は５年で国土・産業、6 年で歴史・政治を学習する。したがって、
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日本の 00 年代に分化・拡大・起業した 3 次産業の職種が、韓国も日本以上に 3 次産業化が進

行していることをふまえて、韓国は 6 年で、日本は 5 年と 6 年でどれだけ取り上げられている

かが評価のポイントである。しかし、韓国も日本も 1 次産業と 2 次産業の職種は豊富だが、3
次産業は少ない。日本では 5 年に小売業が並ぶだけで、医療・福祉と宿泊業・飲食業は 0 で、

産業学習の対象になっていないとみなせる。韓国の 6 年は大型店舗のみである。このことは、

両国の社会科は内容重視と方法重視という違いはあるが、現に進行し、学習者である子どもた

ちが担う社会の学習にはなりえていない、と我々は評価せざるをえなかった。  
 

 
 

Ⅴ．人口減少社会である韓国と日本の社会科教育の課題 

以上、人口減少の段階に入った日本社会の問題と課題を考察するとともに、産業構造の変動

により個人化が進行する 21 世紀韓日社会の変化の傾向の診断を試みた。そして、韓日両国の

社会科教科書が、このような人口減少および社会の変化の傾向をどのように反映しているかに

ついて、比較分析を行った。その結果、次の三つの課題が韓日両国社会科教育に提起されてい

ることを提案しておきたい。 
第１に、「社会システムの変化を織り込む教育課程の創造」である。 

 低出産・高齢化・人口減少の進行は、社会システム全体の改編を求める。将来人口推計読み

取りの課題で確認したように、未来からの逆算ではなく、現在の延長線上に未来を創造しない
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ことが課題である。それは過去から続く現在を変えることが前提になる。利害の対立を避けえ

ない。聖域なき社会的現実の再評価に基づく教材研究の深化のネットワーク化が不可欠の条件

になる。さらに、その成果を社会科の全単元にいかす自由な論議の場の設置が保障されなけれ

ばならない。 
第 2 に、「生きる場の多様性と多元性と可変性を取り込む授業実践の模索」である。  

 インターネットに始まり SNS を駆使することを前提にデジタル教材の開発が盛んだが、低

出産も、高齢化も、人口減少も、その課題の解決には、保育、介護、医療、販売、飲食・・・

すべて生身の人間と直接コミュニケートする力が求められる。重要なのは、個人化の進行によ

り異なる生を強制する多様かつ多元化された現実を学びの世界に取り込む試行錯誤を厭わず楽

しむことである。そのために必要なのは、学校の外を教室に、教室の中に学習の外をとりこむ

人のつながりの再構築・再創造である。 
第 3 に、「血縁と地縁から自由な支え合う人の間（あいだ）を再構築する評価方法の冒険」

である。  
 実はこれが最も重要な課題である。低出産も、高齢化も、人口減少も、全て地縁と血縁に代

わる新たな人の間（あいだ＝支え合い）のシステムが構築できていないことが原因である。そ

の加害側の責任から学校教育が免れないことはすでに指摘した。工業化を担う画一的な人の財

を育てることができた成功体験から自由になって、変化流動する社会において、個性と能力を

駆使して生き抜く一方で、他者への貢献を自己実現の最上位の価値に置くことへの転換ができ

るかどうか。そのためには、個人化する現実の変化に適合する多様性、多元性、可変性の評価

方法の創造に挑まなければならない。さらに、韓国の“ウリ″、日本の“空気”、両国の子ども

たちを縛る“ともだち”や“ケータイ”の閉鎖性を超える他者への貢献を評価の基盤にする冒

険を恐れてはならない。 
 

注 
1）馬居政幸・李明熙（2008）参照 
2）崔松姫（チェ ソンヒ）ソウル市立ソンパ初等学校教師、山田万里奈（静岡大学大学院教

育学研究科修士課程 1 年） 
3）馬居政幸（2011a）、馬居政幸（2012） 参照 
4）日本以外はすべて推計。大泉啓一氏が国連人口推からまとまたものを紹介。大泉啓一「東

アジア少子高齢化時代と日本の協力―もう一つの経済連携」渡邉利夫編（2205）所収 参照  
 馬居政幸（2012）参照 
5）現在の衆議院と参議院の選挙で、大都市と人口の少ない自治体の選挙区における１票の格

差が 5 倍を超えたことに対し、最高裁が違憲状態との判決をだし、定数是正が早急の課題にな

っている。 
6）金子隆一「第 2 章 わが国の人口のゆくえ―人口減少と高齢化の将来展望」樋口美雄 津

谷典子編（2009 年） 93 頁 
7）2010 年の各産業の百分比を足すと 94.2 で 7.8 ポイント足らない。その理由についてデータ

処理を行った国立社会保障・人口問題研究所に質問した結果、分類不能の回答が増えたからだ
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が、高齢者の増加により、退職後の再就職等で多種多様な職に就く高齢者が増加したことが原

因かもしれないとの回答を得た。前回までの国勢調査にも「その他」として扱った職業はあっ

たが、これだけ増えたのは初めてのことのようである。これも人口減少社会の問題につながる

といえよう。 
8）宮本太郎（2009）参照 
9）津谷典子「なぜ我が国の人口は減少するのか―女性・少子化・未婚化」津谷典子・樋口美

雄編（2009）所収 ４頁 
10）馬居政幸（2011）馬居政幸（2008）馬居政幸（1998） 
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